　　　　　　　　　　　　　小修繕工事請負契約書
１　工事名　　平成２４年度　瑞穂地区町道維持修繕工事
　　　　　　　　　
２　工事場所　　京丹波町　粟野外　地内
３　契約単価　　別紙のとおり
４　契約期間　　平成　　年　　月　　日から
　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日まで
５　契約保証金　　免除
　上記の修繕工事について、発注者京丹波町（以下「発注者」という。）と受注者とはおのおの対等な立場における合意に基づいて、次の条項によって請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
　（総　則）
第１条　受注者は別冊「特記仕様書」に基づき、別紙契約単価をもって頭書の契約期間内において、　発注者の発行する指示書により、指示する都度、指示する期間内に指示する工事を完成しなければ　ならない。
　（権利義務の譲渡）
第２条　受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはなら　ない。ただし発注者の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。
　（一括委任又は一括下請の禁止）
第３条　受注者は、工事の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。
　（監督職員）
第４条　発注者は、監督職員を定めたときは、受注者に通知するものとする。
　（現場代理人等）
第５条　受注者は、現場代理人ならびに工事現場における工事の施工技術上の管理をつかさどる主任　技術者を定め、発注者に通知するものとする。
２　現場代理人は、監督職員の指示に従い、工事現場の取締り及び工事等に関する一切の項目を処理　しなければならない。
３　現場代理人と主任技術者は、これを兼ねることができる。
　（工事関係者に対する措置要求）
第６条　発注者又は監督職員は、現場代理人、主任技術者、使用人又は労務者について、工事の施工　又は、管理につき著しく不適当と認められる者があるときは、受注者に対して、その事由を明示し　て、その変更を求めることができる。
２　受注者は監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは発注者に対して、そ　の事由を明示して、その変更を求めることができる。
　（支給材料及び貸与品）
第７条　発注者から受注者への支給材料及び貸与品は、指示書に記載したところによるものとする。
２　発注者又は監督職員は、支給材料及び貸与品を受注者の立会の上検査して引渡しするものとし、　受注者は、引渡しを受けたときは遅滞なく、発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。
３　受注者は、前項の引渡しの場合において、その品質又は規格が使用に適当でないと認められたと　きは、その旨を発注者に通知しなければならない。
４　受注者は、使用済みの貸与品又は工事の完成若しくは工事内容の変更によって不用となった支給　材料があるときは、直ちに指示書に定められた場所において、これを発注者に返還しなければなら　ない。
５　受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意義務をもって保管しなければならない。
６　受注者の故意又は過失によって支給材料及び貸与品が滅失し、若しくはき損、又はその返還が不　可能になったときは、受注者は発注者の指定した期間内に代品を納め、又は原状に復し、若しくは　その損害を賠償しなければならない。
７　受注者は、支給材料の使用方法又は残材に関する措置が指示書に明示されていない場合には、監　督職員の指示に従うものとする。
　（作業の変更、中止等）
第８条　発注者は、必要がある場合には、工事内容の変更又は工事の一時中止若しくは打切りをする　ことができる。この場合においては、発注者と受注者とが協議して書面によってこれを定める。
２　前項の場合において、受注者が損害を受けたときは、発注者は、その損害を賠償しなければなら　ない。この場合の賠償額は、発注者と受注者とが協議して定める。
　（受注者の請求による工事期間の延長）
第９条　受注者は、その責に帰することのできない事由、その他正当な事由により工事が指示期間内　に完了することができないことが明確になったときは発注者に対して遅滞なくその事由を付して工　事内容、期間等の変更を求めることができる。
２　発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、工期　を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責めに帰すべき事由による場合　においては、請負代金額について必要と認められる変更を行い、又は受注者に損害を及ぼしたとき　は必要な費用を負担しなければならない。
　（賃金又は物価の変動に基づく契約単価の変更）
第10条　発注者又は受注者は契約期間内に賃金又は物価の著しい変動により、契約単価が著しく不適当になったときは、相手方と協議の上契約単価を変更することができる。
　（損害）
第11条　工事施工に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む）のため必要となった経費は、　受注者の負担とする。ただし、その損害が発注者の責任に帰する事由による場合、又は天災その他　不可抗力に基づくもので重大と認められ、かつ受注者が善良な管理者の注意義務を怠らなかったと　認められるものについては、発注者が負担するものとし、その額は発注者と受注者とが協議して定　めるものとする。
２　工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、発注者と受注者とが協力して　その処理解決にあたるものとする。
　（検査）
第12条　受注者は、工事が完成したときは、遅滞なく書面により発注者にその旨を通知しなければならない。
２　発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算して１４日以内に工事の完成　を確認するための検査を完了しなければならない。
３　受注者は、工事が前項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査を受けなければ　ならない。
　（請負代金の支払）
第13条　受注者は、前条第２項の検査に合格したときは、当該月分について一括してその翌月に負　代金の支払を請求することができる。その際、請負代金額は、別紙記載の契約単価に工事期間の実　作業量を乗じて得た額に、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及　び第７２条の８３の規定により１００分の５を加算した額とする。ただし、消費税法及び地方税法　の免税事業者については、請負代金額は、契約単価に工事期間の実作業量を乗じて得た額とする。
２　発注者は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から起算して４０日内に請負代金を支　払わなくてはならない。
　（かし担保）
第14条　発注者は、検査完了の日から各作業ごとに相当の期間を定めて、受注者に対して、目的の　かしの修補を請求し、又は修補にかえ、若しくはその修補とともに損害の賠償を請求することがで　きる。ただし、かしが重要でなく、かつ、その修補に過分の費用を要するときは、発注者は、修補　を請求することはできない。
２　前項の規定によるかしの修補又は損害賠償の請求は、完成検査後２年以内に行わなければならな　い。ただし、そのかしが受注者の故意又は重大な過失により生じた場合には、請求を行うことので　きる期間は１０年とする。
３　発注者は、工事目的物が、かしにより滅失し、又はき損したときは、第２項に定める期間内で、　かつ、その滅失又はき損の日から６ケ月以内に第１項の権利を行使しなければならない。
４　第１項の規定は、工事目的物のかしが発注者若しくは監督員の指示によるものであるときは、こ　れを適用しない。ただし、受注者がその指示の不適当であることを知りながらこれを通知しなかっ　たときはこの限りでない。
　（履行遅滞の場合における損害金等）
第15条　受注者の責に帰する事由により、工期内に工事を完成できない場合において、指示する期間後に完了する見込みのあるときは、発注者は、受注者から損害金を徴収して工期を延長することができる。
２　前項の損害金の額は、指示した作業量に当該契約単価を乗じて得た金額につき、年3.1パーセン　　トの割合で計算した額とする。
３　発注者の帰すべき事由により、第１３条の工事請負代金の支払が遅延した場合には、受注者は発　注者に対して　年3.1パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。
　（契約の解除権）
第16条　発注者は、次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。
　一　受注者の帰すべき事由により、指示する期限又は期限後相当の期間内に工事を完了する見込み　　　がないと認められたとき。
　二　正当な事由がなくて着手時期をすぎても工事に着手しないとき。
　三　前２号のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することができないと認めら　　　れるとき。
　四　受注者が次のいずれかに該当するとき。
　　ア　役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又は　　　　その支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号にお　　　　いて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以　　　　下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力　　　　団員」という。）であると認められるとき。
　　イ　暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
　　ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的　　　　をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。
　　エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ　　　　るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。
　　オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
　　カ　下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がアからオまでの　　　　いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
　　キ　受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約そ　　　　の他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対し　　　　て当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。
　五　その他必要があるとき。
２　受注者は、次の号に該当するときは、この契約を解除することができる。
　一　発注者がこの契約に違反し、その違反により工事を施工することが不可能になったとき。
　（談合等による解除）
第16条の2　発注者は、受注者がこの契約に関し次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。
　一　受注者に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第４９条第１項の排除措置命令がなされ、同条第７項又は第５２条第５項の規定により確定したとき。
　二　受注者に対し、独占禁止法第５０条第１項の納付命令がなされ、同条第５項又は第５２条第５　　　項の規定により確定したとき。
　三　受注者に対し、独占禁止法第６５条、第６６条第１項、同条第２項、同条第３項又は第６７条　　　第１項の規定による審決（独占禁止法第６６条第３項の規定により原処分の全部を取り消す旨の　　　審決を除く。）がなされ、独占禁止法第７７条に規定する期間内に、この審決の取消しの訴えが　　　提起されなかったとき。
　四　受注者が、独占禁止法第７７条第１項の規定により審決の取消しの訴えを提起した場合におい　　　て、当該訴えを却下し、又は棄却する判決が確定したとき。
　五　前４号のほか、独占禁止法その他の法律に基づき、受注者が談合等の不公正な行為を行った旨　　　の事実を認定する処分、審決その他の措置がなされ、かつ、その効力が確定したとき。
　六　受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が、刑法（明治40年法律第45号）第９６条の３又は第１９８条による刑が確定したとき。
　（違約金）
第17条　第１６条第１項第１号、第２号、第３号の規定により、発注者がこの契約を解除したときは、受注者は、別紙記載の契約単価に、指示した作業量を乗じた額の１０分の１を違約金として、発注者の指定する期限までに納付しなければならない。
２　第１６条第１項第４号、第５号の規定により、発注者がこの契約を解除したとき、及び第１６条　第２項の規定により、受注者がこの契約を解除したときは、発注者は前項に準じて受注者に違約金　を支払わなければならない。
３　受注者が、この契約に基づく違約金、遅延利息又は賠償金を発注者の指定する期限内に支払わな　いときは、発注者はその支払わない額に発注者の指定する期限を経過した日から、支払を完了する　日まで年3.1パーセントの割合で計算した額を徴収する。
　（損害賠償の予定）
第17条の2　受注者は、第１６条の２各号のいずれかに該当するときは、工事の完了の前後を問わず、又は発注者がこの契約を解除するか否かを問わず、損害賠償金として、請負代金額の１０分の２に相当する金額を発注者に支払わなければならない。ただし、同条第１号から第５号までのうち処分、審決、その他の措置の対象となる行為が独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和57年6月18日公正取引委員会告示第15号）第６項で規定する不当廉売の場合その他発注者が特に認める場合は、この限りでない。
２　前項の規定による損害賠償金は、受注者が共同企業体であり、かつ、既に当該共同企業体が解散　しているときは、発注者は、受注者の代表者であった者又は構成員であった者に請求をすることが　できる。この場合において、受注者の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して損害賠　償金を発注者に支払わなければならない。
３　第１項の規定による損害賠償金は、発注者に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の　額を超える場合は、その超える額につきなお請求をすることを妨げるものではない。同項の規定に　より受注者が損害賠償金を支払った後に、実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の額を超える　ことが明らかとなった場合においても、同様とする。
　（関係法令の遵守）
第18条　受注者は、この契約を履行するに当たり、労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、最低賃金法（昭和34年法律第137号）、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号）、労働契約法(平成19年法律第128号)その他関係法令の適用基準を遵守しなければならない。
２　受注者は、この契約を履行するに当たり、第三者と請負の契約（以下「下請等契約」という。）を締結する場合においては、当該第三者（当該第三者が更にこの契約に関し、下請等の契約を締結した者等のこの契約に関し請負の契約を締結する者を含む。以下「下請負人」という。）にも前項の規定の内容を遵守させるため、前項の規定の内容を下請等契約書に明記する等の必要な措置を講ずるものとする。
３　受注者は、下請負人が、第１項に規定する規定の内容のうち、建設業法施行令第７条の３に規定　するもの及び最低賃金法第４条第１項に違反していると認めたときは、当該下請負人に対し、当該　違反している事実を指摘して、それを是正させるよう努めるものとする。
４　受注者は、前項の規定により、下請負人に対し、違反している事実を是正させるよう努めたにも　かかわらず、当該下請負人が是正しないときは、発注者に対し、速やかにその旨及び是正を求めた　経緯を報告するものとする。
　（その他）
第19条　この契約に定めのない事項、又はこの契約について疑義を生じた事項については必要に応じて発注者と受注者とが協議してこれを定めるものとする。
　この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。
　平成　　年　　月　　日
　　発注者　　　　　住所
　　　　　　　　　　
氏名
　　受注者　　　　　住所
　　　　　　　　　　氏名
